
１． 継続組織の前提に関する注記
継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２． 重要な会計方針
（1） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法により実施している。
（2） 固定資産の減価償却の方法

　建物及び無形固定資産・・・定額法により実施している。
　什器備品等・・・定率法により実施している。
　構築物・・・平成２８年４月１日以降取得分については定額法により実施している。

（3） 引当金の計上基準
　退職給付引当金・・・職員17名に対する期末退職手当給与の自己都合要支給額に相当する金額を
　　　　　　　　　　　　　　計上している。

（4） キャッシュフロー計算書における資金の範囲
　作成する必要はない。

（5） リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引及び1年以内の再リース取引を締結した契約には通常の賃貸借処理
　をすることとし、それ以外の取引については、通常の売買処理に準じた会計処理を実施している。
　 なお、通常の売買処理をしたリース取引は、耐用年数をリース期間、残存価額をゼロ円とし、償却方法は
　リース期間定額法により実施している。

（6） 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式による。

３． 会計方針の変更
　該当なし。

４． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

５． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

６． 担保に供している資産
該当なし。

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　令和5年度第2回福島県公募公債 30,000,000 0 0 30,000,000
　令和2年度第1回福島県公募公債 60,000,000 0 0 60,000,000
　定期預金 1,160,000 0 0 1,160,000
　定期預金 300,000 0 0 300,000

小計 91,460,000 0 0 91,460,000

特定資産

　退職給付引当資産 121,932,461 9,281,212 13,092,962 118,120,711

　組織安定積立資産 167,189,211 0 0 167,189,211

小計 289,121,672 9,281,212 13,092,962 285,309,922

合　　　計 380,581,672 9,281,212 13,092,962 376,769,922

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産から

の充当額）
（うち一般正味財産から

の充当額）
（うち負債に対応する額）

基本財産
　令和5年度第2回福島県公募公債 30,000,000 (  30,000,000  ) (                 0 ) (                 0 )
　令和2年度第1回福島県公募公債 60,000,000 (  60,000,000  ) (                 0 ) (                 0 )
　定期預金 1,460,000 (    1,460,000  ) (                 0 ) (                 0 )

小計 91,460,000 (  91,460,000  ) (                 0 ) (                 0 )
特定資産
　退職給付引当資産 118,120,711 (                 0 ) (                 0 ) ( 118,120,711 )

　組織安定積立資産 167,189,211 (                 0 ) ( 167,189,211 ) (                0 )

小計 285,309,922 (                 0 ) ( 167,189,211 ) ( 118,120,711 )

合　　　計 376,769,922 (  91,460,000  ) ( 167,189,211 ) ( 118,120,711 )



７． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期期末残高
（直接法により減価償却を行っている場合）
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期期末残高は、次のとおりである。

８． 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
（貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合）
該当なし。

科　　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合　　　計 0 0 0

９． 保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務
該当なし。

１０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

１１． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

１２． 基金及び代替基金の増減額及びその残高
該当なし。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　　計 0 0 0 0

１３． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
該当なし。

内　　　容 金　　　額

合　　　計 0

１４． 関連当事者との取引の内容
該当なし。

１５． キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
（1） 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

該当なし。

（2） 重要な非資金取引は、以下のとおりである。
該当なし。

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
　有形固定資産
　　建物 21,438,749 11,304,669 10,134,080
　　建物付属設備 6,783,960 3,064,686 3,719,274
　　構築物 12,276,210 7,712,866 4,563,344

　　車両運搬具 13,982,598 13,088,702 893,896

　　機械 26,691,129 22,771,857 3,919,272

　　什器備品 97,380,770 83,813,891 13,566,879

　　リース資産 1,689,600 337,920 1,351,680

　無形固定資産

　　電話加入権 364,708 0 364,708

合　　　計 180,607,724 142,094,591 38,513,133

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益
福島県公募公債10年 100,000,000 97,510,000 ▲2,490,000
福島県公募公債5年 30,000,000 29,925,300 ▲74,700

合　　　計 130,000,000 127,435,300 ▲2,564,700

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

福島市指定管理施設に係るエネルギー価格高騰支援補助金 福島市 0 408,798 408,798 0 －

合　　　計 0 408,798 408,798 0



１６． 重要な後発事象
該当なし。

１７． 所有権移転外ファイナンス・リース取引関係
（1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額は、次のとおりである。

（2） 未経過リース料期末残高相当額

1年以内 1年超 合　　　計

337,920 985,600 1,323,520

（3） 当期の支払リース料、減価償却相当額

366,080
337,920

未経過リース料期末残高相当額（税込額）

支払リース料（税込額）

減価償却費相当額

区　　　分 スチームコンベンションオーブン

取得価額相当額 1,536,000
　消　費　税　額　 153,600

合　　計 1,689,600
減価償却累計額相当額 337,920

期末残高相当額 1,351,680


